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経済産業省 経済産業政策局 産業創造課 御中 

 

令和 7 年 2 月 1４日 

工業会 日本万引防止システム協会 

 

特定生産性向上設備等投資促進税制に関するご提案 

 

日頃より格別のご支援・ご指導を賜り、厚く御礼申し上げます。 

さて、1 月 27 日に貴省商務情報政策局情報産業課よりご案内のあった標

記の件につきまして、当日午後 1 時に会員へ案内いたしました。内容が分

かりにくいとの意見が一部の会員から寄せられたため、2 月 2 日および 2

月 9 日に会員向けオンライン説明会を開催いたしました。 

また、本制度を有効に活用するための「アイデア集め会」を実施し、以下

のとおり意見を取りまとめましたので、ご確認いただけますと幸いです。 

 

○アイデア集め参加企業 10 社    

サウンディング企業 1 社 

 

○JEAS としての新たな投資分野の洗い出し例 

・防犯などで使う国内データセンターへの投資 

・防犯などで使う部材の投資（ハードディスク、メモリーなど） 

・国内防犯カメラ工場の投資促進 

・新たな防犯タグ（位置特定機能あり） 

・画像の AI 利用（危険行為の検知や防犯の顔認証システム）の拡大 

・IoT 機器の連携促進 

・防犯情報の共有（行政側、民間側） 

・小売店舗のセルフレジ不正の緊急対策 

・ランサムウェア対策の整備（Web3.0 含む） 

・店舗ロボット（在庫管理、作業支援、顧客サポート、物流など） 

・RFID などの個体管理技術やソースタギングの推進 

・サプライチェーンの全体可視化へ 

・トクリュウ対策の個人宅向けの防犯対策の普及（簡易製品含む） 

・防災・介護分野 

 

○特定生産性向上設備等投資促進税制への意見 

・大企業向けのこのような大型減税が過去無かったので、今回の措置につ

いては大歓迎。 



2 

 

・ただし、投資下限額が高すぎるので以下のように見直しをしてほしい。 

大企業 35 億円以上→大企業 5 億円以上 

（例）大規模チェーン店に 1000 店舗×各店舗費 50 万円＝5 億円 

中小企業者等については 5 億円以上→5 千万円 

（例）大規模チェーン店に 50 店舗×各店舗費 100 万円＝5 千万円 

・国内で新たな防犯機器製造施設を建設している企業は今回の案件登録リ

ストを提出したいとのことだった。 

・データセンターや物流倉庫の建設を行なっている大手住宅メーカーの企

画担当は高い関心があった。 

・さらに詳細をお聞きしたいという意見も多かった。 

・下記の東京万引き防止官民合同会議・共同宣言を踏まえて、「防犯カメ

ラ画像の更なる利活用の促進」と「IT 技術（RFID）を活用した万引き防

止の推進と社会的機運の醸成」への投資の支援が必要と考える。 

 

第 21 回東京万引き防止官民合同会議・共同宣言 

   

｢東京万引き防止官民合同会議｣は創設以来 16 年にわたり、官民が連携

し、様々な万引き防止活動を通じて、規範意識の向上と安全で安心な社会

の実現に寄与してきました。 

しかしながら今なお、万引きは刑法犯認知件数の一割を超えるという高

い水準で発生しており、被害額は全国で年間 3,460 億円と推計されてい

ます。万引きは正に官民挙げて取り組むべき社会問題です。 

本合同会議は、高い規範意識を保持することの重要性に鑑み、引き続

き、万引きを思いとどまらせるための活動に鋭意取り組むとともに、現下

の犯罪ビジネスとしての万引きの増大を踏まえて、以下の 2 点に着目し、

被害企業がより一層効果的な防止対策を講じることができるよう支援して

まいります。 

店舗の現場における万引き対策には、多くの利用者の皆様が不便や不快

を感じられる一面もあることから、広く都民国民の皆様にご理解とご協力

をお願いします。 

 

1  防犯カメラ画像の更なる利活用の促進 

近年、組織的な万引きがエリア単位で連続的に発生しており、被害企

業が防犯カメラ画像を相互に利活用することによって被害の拡大を防止

できた事例が少なくありません。被害企業相互の利活用が、肖像権やプ

ライバシーを尊重し、個人情報保護法の認める範囲内で懸念なく実施で

きるよう、相互に利活用するための運用基準や要件について調査研究を
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進め、広く社会の理解を得るための取り組みに注力します。 

 

2  IT 技術を活用した万引き防止の推進と社会的機運の醸成 

万引き防止には IT 技術の活用が不可欠となっています。中でも RFID

等の商品個体識別は、タグ取付けの実施主体や導入コスト等、解決すべ

き課題はあるものの、商品管理の合理化・効率化に有効であるだけでな

く、万引き防止と犯人検挙にも非常に有効です。 

本合同会議は、幅広い官民との連携を図りながら、RFID 等の普及促

進に向けて、社会的な機運の醸成に注力します。 

 

東京万引き防止官民合同会議とは  

h t t p s: / /w w w .k e i sh i ch o. m e t ro . to k y o. l g .j p /k ur a s h i/ a nz e n /m a n bi k i/ ma n b i ki _ to r i k

u m i . ht m l 

 

引き続きのご指導をよろしくお願いします。 

以上 

https://www.keishicho.metro.tokyo.lg.jp/kurashi/anzen/manbiki/manbiki_torikumi.html
https://www.keishicho.metro.tokyo.lg.jp/kurashi/anzen/manbiki/manbiki_torikumi.html

